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役員変更予定に関するお知らせ 

 

本投資法人は、本日開催の役員会において、下記内容の役員変更に関し、平成 20 年 3 月 25 日に開催され

る本投資法人の第 2回投資主総会に付議することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、下記事項は上記の投資主総会での承認可決をもって有効となります。 

 

記 

 

1. 変更予定内容 
役職 新 旧 

執行役員 髙橋 惇 西方 俊平 

監督役員 片柳 昂二 谷村 憲一 

監督役員 秦 一郎 出口 尚明 

＊変更（新任）予定役員の略歴は別紙のとおりです。 

 

2. 変更理由 

（執行役員） 執行役員西方俊平は、平成20年3月31日をもって任期満了となりますので、平成20年4月1

日付で執行役員１名の選任をお願いするものです。 

 （監督役員） 監督役員谷村憲一及び出口尚明の 2 名は、平成 20 年 3 月 31 日をもって任期満了となりま

すので、平成 20 年 4月 1日付で監督役員 2名の選任をお願いするものです。 

 
なお、本件に関しましては、上記役員の就任後、投資信託及び投資法人に関する法律の規定に従い関東

財務局長に、また宅地建物取引業法の規定に従い国土交通大臣に、それぞれ届け出ます。 

以 上 

 

* 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

* 本投資法人のウエブサイト：http://www.frontier-reit.co.jp/ 
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（別紙）  

略歴 

役職名 氏     名 略        歴 

執行

役員 

 

髙橋 惇 

 

昭和 42 年 4月 三井不動産株式会社 不動産部 鑑定課 

昭和 46 年 4月 むつ小川原開発株式会社出向 業務課長 

昭和 54 年 4月 三井不動産株式会社 札幌支店長 

昭和 58 年 4月 同社 人事部長 

昭和 62 年 6月 同社 取締役 

平成 1 年 4月 同社 商業施設事業本部 副本部長 

平成 3 年 6 月 株式会社ららぽーと 代表取締役社長 

平成 12 年 4月 同社 代表取締役会長 

平成 13 年 6月 同社 取締役会長 

平成 15 年 6月 三井不動産ビルマネジメント株式会社 取締役 

平成 16 年 5月 株式会社ポイント 監査役（非常勤）（現在に至る）

平成 18 年 4月 日本商業施設ファンド投資法人 執行役員 

・ 上記執行役員候補者は、本投資法人の投資口を所有しておりません。 

・ 上記執行役員候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 

役職名 氏     名 略         歴 

監督

役員 

 

片柳 昂二 
 

昭和 60 年 4月 弁護士登録（第二東京弁護士会所属） 

平成 14 年 4月 東京簡易裁判所・民事調停委員（現在に至る） 

平成 16 年 6月 協同乳業株式会社 監査役（非常勤）（現在に至る）

監督

役員 

 

秦 一郎 
 

昭和 56 年 4月 富士通エフ・アイ・ピー株式会社 勤務 

平成 1 年 10 月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）勤務 

平成 6 年 9 月 須貝信公認会計士税理士事務所 勤務 

平成 9 年 4 月 公認会計士登録 

平成 9 年 9 月 税理士登録 

平成 13 年 4月 秦一郎公認会計士税理士事務所（現在に至る） 

・ 上記監督役員候補者は、いずれも本投資法人の投資口を所有しておりません。 

・ 上記監督役員候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 

・ 上記監督役員候補者は、本書の日付現在、日本商業施設ファンド投資法人の監督役員として当該投資

法人の執行役員の執行全般を監督しておりますが、当該投資法人の解散の日（本書の日付現在、平成

20 年 3 月 24 日を予定しています。）をもって、当該役職を辞任する予定です。 

 


